予算要求資料
平成27年度9月補正　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費　　　
	事業名　新獣害急増集落緊急対策事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農村振興課　鳥獣害対策係　電話番号：058-272-1111（内3176）

　　　　　　　E-mail： c11427@pref.gifu.lg.jp
１　補正要求額　　  60,000　千円（現計予算額：　　　　0  千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正
要求額
	60,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	60,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　県内における農作物被害額は、各地で対策を進めている中、４億円前後で高止まりの傾向にある。そのおよそ７０％がイノシシ、シカ、サル（大型獣種）による被害であり、特に、従来、あまり被害の見られなかった地域で被害が急速に増加・拡大していることから、そのような集落を対象に緊急的に対策を講じる必要がある。
また、本年度から、集落ぐるみによる対策が未実施（「対策レベル０」）の集落の解消に向け集中的に取り組みを進めているところであり、対策意欲の高まった集落に対する加速的な支援が必要となっている。
（２）事業内容

　　大型獣種による被害が著しく、対策実施が急務となっている地域において、

　実行体制が整っているにもかかわらず、予算的な理由により対策の実行が停滞
している集落や今年度からの「対策レベル０」解消に向けた取組みにより新た
に集落ぐるみによる対策の実施体制が整った（「対策レベル０」からの脱却に
至った）集落を対象に、侵入防止柵の整備及びそれと一体的に整備する捕獲施
設・機材の導入を支援する。
○事業実施主体　　市町村協議会、又はその構成員

○事業内容　　・侵入防止柵の整備に係る資材費（ただし、自力施工を行う

場合に限る）
・侵入防止柵と一体的に整備する捕獲施設・機材の導入費
※事業採択要件
●必須事項

　　　　・市町村において、鳥獣被害防止特措法に基づく「鳥獣被害対策実施
　　　　　隊」が設置されている（または平成27年度中に設置されることが確
実に見込まれる）こと。

・事業実施予定集落において、集落環境点検の結果を踏まえ「集落対策
プラン」が作成され、かつ、トレイルカメラ等を利用した効率的な捕
獲が実施できる体制が整備されていること。

　　　●選択事項

以下の３項目のうちの何れかに該当する集落であること。

　　　　・直近３カ年の中で大型獣種による農作物被害の増加が著しい（基準年対比50％以上増）集落。
　　　　・「対策プラン」中の侵入防止柵の整備に係る全体計画のうち、平成27
年度の国庫補助事業を活用してその一部のみの設置が予定され、未設
置部分を追加整備することで、被害防止効果が早期に確保されること

が見込まれる集落。

　　　　・今年度の取組みにより「対策レベル０」から脱却し、対策意欲の高ま
っている集落。
（３）県負担・補助率の考え方
　　補助率　　　３／４以内

　　県全体の鳥獣被害の早期軽減を図るため、県として各種対策を強力に推進し
ている中、実行体制が整備できた集落における対策の速やかな実施を後押しし、
被害防止効果の早期発現を促すための事業であり、県負担は妥当。
　補助率については、類似施設等の導入が可能な国交付金事業の補助率：10
／10（自力施工の場合）と他の一般的な補助制度：１／２の中間値を設定
（４）類似事業の有無
　　有「鳥獣被害防止総合対策事業費補助金」
　　市町村が策定する被害防止計画に基づきソフト・ハード両面にわたる総合的支援を行う事業である。特定集落等を対象として防護と捕獲の一体的かつ確実な実施を要件として機動的な支援を行う本事業とは異なる。
	３　事業費の積算内訳
事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	60,000
	・侵入防止柵の整備に係る資材費(ただし自力施工の場合に限る)
・侵入防止柵と一体的に整備する捕獲施設・機材の導入費

	合計
	60,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・ぎふ農業・農村基本計画

（２）国・他県の状況
　　　平成27年度の国交付金については、事業メニューが拡充された一方で予

算額は26年度と同額（95億円）にとどまったことに伴い、本県に対する整
備事業分の予算割当は県要望額に対して48％に留まり、追加配分の見込み

もなく、県内における円滑かつ計画的な対策の推進に支障を来している。
（３）後年度の財政負担
　　　無し（27年度限りの緊急対策として措置）
（４）事業主体及びその妥当性
　　　市町村協議会、又はその構成員

被害地域における鳥獣被害対策を主体的に担う組織であり、妥当である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
本県における野生鳥獣による農作物被害額の７割以上を占める大型鳥獣（イノシシ、シカ、サル）による被害が急増している集落等を対象として、防護と捕獲の一体的な対策実施に向けた緊急的な支援を行うことにより被害の早期軽減を図る。



（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	防護と捕獲の一体的な対策を実践する集落の増加数
	－
（H26）
	
	
	－
（H26）


	41
（H27）


	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　近年、県内の農作物被害額が４億円前後で高止まりの傾向にあり、鳥獣被害が営農意欲の低下だけでなく農山村集落の存亡にも関わる大きな問題として認識されるに至っている中、県として、その早期軽減を図るため、被害の大半を占める大型獣種による被害が急増している集落等を対象に緊急的な対策を講じる必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

－

	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　より効率的な被害の軽減には、集落ぐるみによる対策の実行や改善に向けた地域住民の合意形成を促進する必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　鳥獣被害は中山間地域を中心に深刻化し、各市町村からの要望も多いため、
被害が増加する市町村において集中的な支援が必要である。


